
第２号様式

平成２７年度第３回法務省入札監視委員会審議概要

開 催 日 時 及 び 場 所 平成２８年２月２６日（金）１０：００～１１：５０

法務省大臣官房施設課協議室

委 員 角 田 茂 （大学監査室長）※委員長

只 木 誠 （大学教授）

遠 藤 和 義 （大学教授）

審 議 対 象 期 間 平成２７年８月１日から平成２７年１１月３０日まで

抽 出 案 件 総件数 ５６件 （備考）

工 一 般 競 争 ４５件

標 準 指 名 競 争 ０件

事 随 意 契 約 ８件

簡易公 募 型 プ ロ ポ ー ザ ル 方 式 ０件

業 一 般 競 争 １件

簡易公募型競争 ０件

務 標 準 指 名 競 争 ０件

随 意 契 約 ２件

意見・質問 回 答

委員からの意見・質問， 別紙のとおり 別紙のとおり

それに対する回答等

具申又は勧告 回 答

委 員 会 に よ る 意 見 なし なし

具申又は勧告の内容



別 紙

意 見 ・ 質 問 回 答

１ 工事の発注状況について

公募型及び工事希望型指名競争入 当省の工事発注においては，原則一

札方式による契約並びにその他の指 般競争入札方式を採用しているためで

名競争入札方式による契約が０件な す。

のはなぜか。

２ 業務の発注状況について

意見・質問なし。

３ 応札者が一者であった契約につい

て

平成２７年度栃木刑務所国際対策 再度公告入札では，総合評価落札方

室棟等新営工事について，再度公告 式を採用していません。

入札では総合評価落札方式を採用し

たのか。

同工事について，当初入札と再度 当初入札の参加者数は３者でした

公告入札で参加者数はいくつか。 が，再度公告入札は１者のみでした。

４ 指名停止等の運用状況について

指名停止措置期間について，１． 指名停止措置期間について，一般的

５か月としているものがあるが， には月数を基礎としていますが，本件

０．５か月分の算定はどのように設 については，当該業者が公正取引委員

定したのか。 会の課徴金減免制度の適用を受けたこ

とから，一般的な事案としては３か月

のところ，半分の１．５か月に緩和し

ています。

なお，他省庁においても同様の措置

としています。

５ 工事抽出案件について

(1) 平成２７年度宮城刑務所受水槽

更新工事[一般競争入札]

受水槽の撤去工事は含まれてい 受水槽の撤去工事は本件には含まれ

るのか。 ておりません。建物の新営工事に含め

る予定です。



入札を辞退した１者について， 辞退理由は分かりかねます。推測と

辞退理由は判明しているのか。 して，配置予定技術者が配置できなく

なったなどの理由は考えられます。

予定価格の積算に際し，一部の いただいた御意見を踏まえ，査定率

単価について業者から見積書を徴 の算定方法について，適切に説明でき

した上，同見積書の単価に査定率 るよう対応します。

を乗じて算定しているが，当該査

定率の算定方法について，適切に

説明できるようにしておくべきで

ある。

(2) 旭川刑務所新営（建築）第２期

工事（第１２回変更）[随意契約]

これまでの変更契約の結果，請 本件は，当初設計時と実際の地盤の

負代金が当初契約の約１．５倍と 相違などにより，請負代金が大幅に増

なっているが，特殊な事情から 額となってしまったものです。

か。

変更契約の回数が第１２回とあ いただいた御意見も踏まえ，変更契

るが，変更契約は少ない方が望ま 約については，今後も引き続き留意し

しい。 ます。

工事は完成したのか。 工期である本年２月２０日までに問

題なく完成しております。

５ 業務抽出案件について

(1) 平成２７年度喜連川少年院耐震

診断業務[一般競争入札]

本件について，電子調達システ 入札・落札に関する基本的な考え方

ムによる入札を実施したとのこと は変りませんが，それら手続をシステ

だが，紙による入札とどのような ムで行うことから，入札者がパソコン

違いがあるのか。 によって行わなければならないなどの

違いがあります。

郵送による入札を希望するな 紙入札による参加も，これまでどお

ど，紙入札による参加者の扱いは り可能としています。

どのようにしているのか。



入札参加を電子調達システムの システムでの参加が困難な業者もい

みとすることは可能か。 ないとは限らないため，入札の競争

性・公平性を確保する観点からも電子

調達システムのみとすることは慎重な

検討が必要と考えています。

本件は，落札率が約６０％とな 履行期限は本年２月２２日までです

っているが，問題なく履行された が，問題なく履行されております。

か。

耐震診断業務はこれからも発注 当省の建物について，まだ全ての建

されるのか。 物の耐震性が判明していないことか

ら，今後も耐震診断業務を発注してい

く必要があると考えています。

耐震診断を行った建物は，今 耐震性が十分でない場合には，耐震

後，工事を実施するのか。 補強等の工事を実施することになると

考えます。

(2) 平成２７年度国際法務総合セン

ター（仮称）実施設計業務（第１

回変更）[随意契約]

当初契約の契約方式は何か。 当初はプロポーザル方式による随意

契約を行っています。

本件は，当初契約額に比較して いただいた御意見も踏まえ，なるべ

変更契約額が大きいが，このよう く変更契約とならないよう，今後も引

な発注ばかりでは，業者が変更契 き続き留意します。

約のリスクを恐れ，高い金額で入

札するということが生じるのでは

ないか。


